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フンシンペック党の分裂

はつ か の なお み

初鹿野 直美

概 況

「カンボジア紛争の包括的な政治解決に関する協定」（パリ和平協定）後に行われ

た１９９３年総選挙以来，人民党はフンシンペック党との連立政権を維持してきた。

しかし，２００６年には，フンシンペック党の弱体化とラナリットの指導力の低下を

受けて，人民党は権力分有体制の解消に向けて大きく歩を進めた。３月に「大臣

会議形成に必要な賛成数を国会議員定数の３分の２から過半数に変更する」とい

う憲法改正が行われ，同時に人民党とフンシンペック党が連立政権内のポストを

分け合ってきたクオータ制が撤廃された。人民党は，連立は維持したものの，こ

れを機にフンシンペック党の権力からの排除を進めた。この結果，１０月にラナ

リットがフンシンペック党党首を解任され，１１月にフンシンペック党は分裂した。

経済面では，２００５年の経済成長率が史上最高の１３．４％であったことが判明

し，２００６年も８．５～８．９％の成長が予想されている。リーディング産業の縫製業関

連の貿易・投資が活発であることに加え，建設業，観光業，農業，資源・エネル

ギー分野が高成長を支えている。

近隣諸国とは友好的な関係が保たれた。なかでも活発かつ大規模な投資と６億

訐にも及ぶ資金援助の約束を行った中国との協力関係が一層深化し，２００５年に国

境画定が大きな課題とされたベトナムとの協力関係が進展したことなどが特筆さ

れる。１９９７年以来，国連との交渉が重ねられてきたクメール・ルージュ（KR）政

権下で行われた犯罪を裁くKR裁判（カンボジア特別法廷）は，２００６年７月に司法

官の就任・宣誓までこぎつけたものの，その後進展していない。

国 内 政 治

憲法改正とクオータ制廃止

２００８年総選挙をにらんだ政党間の泥仕合は，サム・ランシーの帰国に始まった。

２３８

２００６年のカンボジア



２００５年２月に国会議員不逮捕特権を剥奪されて以来，カンボジアから出国してい

た野党サム・ランシー党党首のサム・ランシーは，２００６年２月５日に国王から恩

赦を与えられ，２月１０日に約１年ぶりに亡命先から帰国を果たした。サム・ラン

シーは帰国直後にフン・セン首相と会談を行い，「１９９８年，２００３年の総選挙後に生

じた長期間の政府の不在による混乱を避けるため」として「大臣会議形成に必要な

賛成数を国会議員定数の３分の２から過半数に変更する」という憲法第９０条第８

項改正を提案した。この提案は３月２日に国会で可決された。この改正により，

単独で過半数の議席を有する人民党はフンシンペック党との連立政権を維持する

必要性がなくなった。

憲法改正にあわせて，フン・セン首相は政府の効率化や汚職・腐敗の根絶を名

目として，クオータ制の廃止を宣言した。クオータ制とは１９９３年に導入されたも

のであり，２００４年の政権樹立時にも，閣僚ポストおよび州知事・市長などのポス

トを，人民党が６割，フンシンペック党が４割の割合で分け合うことが両党の間

で合意されていた。

憲法改正およびクオータ制廃止に伴い，フンシンペック党の権力からの排除が

進んだ。まず，３月２日に共同大臣制の廃止が決まり，フンシンペック党のシリ

ヴット内務共同大臣，ニエック・ブン・チャイ国防共同大臣が解任された。なお，

ニエック・ブン・チャイは兼任していた副首相の地位にとどまったものの，シリ

ヴットは副首相の地位も解任された。またこれとは別に，海外への労働者派遣を

めぐる汚職の疑いでフンシンペック党のネップ・ブンチン労働・職業訓練大臣が

５月２３日に解任され，後任に人民党のヴォン・ソート大臣が任命された。

議会では，国会議長を務めていたラナリットが「フンシンペック党の再建に専

念するため」として，国会での憲法改正案可決直後に辞任し，後任に人民党名誉

総裁のヘン・サムリンが議長に就任した。２月に選挙が行われた上院では，チ

ア・シムが議長として再任され，これで上下院とも人民党が議長ポストを占める

ことになった。また国会内の委員会では，人民党が５つ，フンシンペック党が４

つの委員長ポストを占めていたが，人民党が５つ，フンシンペック党が２つ，サ

ム・ランシー党が２つに変更された。

州知事・市長も，効率化の名の下にフンシンペック党員が更迭されるケースが

見られた。３月にはシアムリアプ，ボアンティアイ・ミアンチェイ州などの知事，

プノンペン特別市の副知事らが解任された。

フンシンペック党は，クオータ制がまだ有効であると主張し続けているものの，
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実質的に連立政権樹立時の合意は破棄された。

フンシンペック党の分裂

フンシンペック党設立以来の党首であるラナリットは，３月に国会議長やカン

ボジア開発評議会共同議長など主要な役職から辞任して以降，大半をフランスな

どの海外で過ごした。フン・セン首相は，フンシンペック党のニエック・ブン・

チャイ副首相（フンシンペック党事務局長）を重用する一方，党首のラナリットに

対しては同氏の女性問題を取り上げて激しい攻撃を繰り返した。フンシンペック

党内では，ニエック・ブン・チャイ事務局長との確執が取沙汰されたり，ラナ

リットの長期間の不在について党幹部から非難の声が聞かれるなど，党内でのラ

ナリットの求心力の衰えが顕著となった。

２００６年１０月１６日に，ラナリットに近い筋のフンシンペック党のセレイ・コサル

上級大臣のほか次官９人が一度に解任され，事態は急変する。この直後の１０月１８

日にフンシンペック党は臨時党大会を行い，ラナリットを党首から解任し，ケ

オ・プット・レスマイ党首，ルー・ライスレン第１副党首，シソワット・シリ

ラット第２副党首を選出した。ラナ

リットはこの決定に激しく反発し，１１

月１６日に自らを党首としたノロドム・

ラナリット党を結成し，１９９１年以来率

いてきたフンシンペック党と決別した。

ラナリットは比例代表選挙により選

出された国会議員であるため，フンシ

ンペック党員としての資格を失ったこ

とを理由に罷免要求が国会に提出さ

れ，１２月１２日に国会議員の地位を剥奪

された。同時に，ノロドム・ラナリッ

ト党に参加したチム・セアク・レング

も国会議員を，チャクラポンは上院議

員を免職された。また，ラナリット寄

りとされていた計画省次官が１２月に更

迭された。その後も，フンシンペック

党の党本部建物売却代金を私的に流用
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したのではないかという疑いからラナリットが告訴され，さらにフンシンペック

党員でラナリットの法律上の妻でもあるノロドム・マリー・ラナリットが，８月

に成立したばかりの重婚禁止法に基づき夫を告訴するなど，ラナリットおよびノ

ロドム・ラナリット党への攻撃は続いている。他方，１０月２４日にケオ・プット・

レスマイ党首は副首相，マリー・ラナリットは上級大臣に任命され，フンシン

ペック党に残った人たちは人民党との協力を強化しつつ党の生き残りを図ってい

る。王党派ではフンシンペック党が分裂したほか，王室の一員であるトミコが９

月に人民社会主義共同体戦線党を結成しており，再編の渦中にある。

選挙に向けた動き

２００８年総選挙の前哨戦として，２００６年２月に上院議員選挙が行われ，２００７年４

月には地方評議会選挙が予定されている。

２００６年１月２２日に開催された上院議員選挙は，カンボジア初の上院選挙であっ

た。６１議席中５７議席について，国会議員１２３人と地方評議会議員１万１２６１人から

なる有権者が投票を行った。人民党は４５議席（７８５４票），フンシンペック党は１０議

席（２３２０票），サム・ランシー党は２議席（１１６５票）を得た。残りの４議席は，２

議席が国王による任命，２議席が国会によって選ばれ，今後６年の任期を務める。

２００６年１０月には，２００７年４月に実施予定の地方評議会選挙を前に，選挙人登録

が行われた。プノンペンの労働者たちも帰省先での登録を求められ，１０月１～２０

日に１２１万４２５０人が新規登録を行った。登録者数が予想を大幅に上回ったことか

ら，重複登録や架空の登録者がいるのではないかと懸念されている。

経 済

概 況

カンボジアの２００５年の経済成長率が１３．４％であったことが，２００６年半ばの集計

によってあきらかになった。２００６年の成長率は，原油高の影響が懸念されてきた

が，世界銀行（世銀）やカンボジア経済研究所（Economic Institute of Cambodia :

EIC）によると８．５～８．９％になることが予想されている。特に縫製業，建設業が

順調な成長を続けている。２００５年および２００６年と続いた農産物生産高の上昇，外

国人観光客の増加も高成長を支えている。

２００６～２０１０年の５カ年計画である国家戦略開発計画（National Strategic
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Development Plan : NSDP）では，今後も６．０～７．０％の経済成長を持続していく

ことを目指している。また，２００５年に３４．７％であった貧困率を２０１０年までに２５％

に減少させることを目標にしている。

直接投資の急増

２００６年の投資承認金額は前年度の４倍にも膨れ上がり，総額４４億１４７８万訐，件

数は１００件であった（表１）。リーディング産業の縫製業への投資が活発であった

だけではなく，農業分野への投資件数の増加が顕著であった。また，建設業，観

表１ 直接投資の推移（２０００～２００６年） （単位：１００万ドル）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６

カンボジア ５７．８７ ６５．１３ ９３．０６ １８５．４１ ７５．８０ ３６５．６９２，０８０．９０

ASEAN ５１．７８ ６６．３３ ２６．１７ １５．７１ ２９．４６ １３２．５９ １７１．１０

中国 ２８．４１ ５．０３ ２４．０８ ３４．０５ ８０．４０ ４５３．９９ ７１７．１１

香港 ４．８６ １．１８ １．６１ ５．４５ ― １．４０ ４．０６

台湾 １８．８５ ５６．９７ ６．８３ １．３４ １３．６９ １０．３５ ４７．６５

韓国 １９．３７ ２．０９ ７８．９７ ２．４２ ４．９３ ５５．９７１，００９．８２

日本 ０．２２ ― ２．１９ ― ２．１６ ― ２．１０

アメリカ大陸 １２．７３ ５．９１ ３．１８ ― ５．５８ ９．８６ ６７．４８

ヨーロッパ ２１．９３ ２．０２ １．５６ ６．１８ ４．９３ １４．０４ ３１４．５６

その他 ２．０２ ０．００ ０．００ ０．６８ ０．００ ６．２６ ０．００

総計 ２１８．０４ ２０４．６８ ２３７．６６ ２５１．２３ ２１６．９４１，０５０．１５４，４１４．７８

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

農業 ５ ９．７６ １ ０．４０ ６ ４０．３５ ２ ３．７１ ２ １２．３５ ５ ２６．８１ ２１ ５１４．１６

鉱工業 ４０ ５９．４０ ２８ ８５．９３ １９ ５２．０５ ２９ ８６．６３ ４３ １１２．８０ ９１ ８８０．５５ ６２ ９５４．４９

うち縫製業（２３）（３５．２０）（１４）（１９．５９）（１３）（１６．６９）（１９）（２８．７２）（３１）（７１．９２）（５３）（１１８．１２）（４０）（１４０．５８）

サービス業 ８ ６９．０６ ４ ４４．６０ ６ ９８．１６ ６ ４６．４３ ５ ３５．９２ ３ ４２．３６ １０２，５９４．１２

観光業 ８ ７９．８２ ６ ７３．７６ ３ ４７．１０ １０ １１４．４６ ５ ５５．８７ ６ １０２．５８ ７ ３５２．０１

総計 ６１ ２１８．０４ ３９ ２０４．６８ ３４ ２３７．６６ ４７ ２５１．２３ ５５ ２１６．９４１０５１，０５０．２７１００４，４１４．７８

（注） １）投資委員会では，国内外の投資を区別せずに集計しているため，直接投資にはカン
ボジア国内資本によるものを含む。

２）２００５年の国別およびセクター別の合計値は，投資委員会での集計に誤りがあり，一
致していない。

３）サービス業には，建設，通信を含む。
（出所） 投資委員会資料より筆者作成。
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光業，資源・エネルギー分野への大規模投資が相次いだ。国別では，都市開発の

大規模プロジェクトを行っている韓国，縫製業や資源・エネルギー分野に投資し

ている中国が上位を占めている。

縫製業

２００５年の繊維製品貿易自由化の影響を受けて，カンボジアのリーディング産業

である縫製業へのダメージが２００４年ごろから繰り返し不安視されてきた。しか

し，２００５年中に中国はアメリカ・EUに対する輸出に自主規制を行うことに合意

したため，カンボジアの縫製業は引き続き，中国企業の欧米への迂回輸出の拠点

のひとつとしての役割を担っている。２００５年には５３件１億１８１２万訐，２００６年には

４０件１億４０５８万訐もの縫製業への投資が承認されており，その大半を中国企業が

占める。

ただし，中国の欧米輸出の自主規制が永続的に行われるという保証はない。縫

製業に頼る産業構造を持つカンボジアにとっては，自身の産業競争力を高めてい

くことが求められる。２００６年には，最低賃金の引き上げを求める労働組合と，繊

維製品貿易の完全自由化を前に少しでもコスト削減を望む経営陣が対立し，労働

問題が今後の縫製業の行方を占う重要なイシューとなる可能性がでてきた。６月

にカンボジア自由労働組合（Free Trade Union : FTU）を中心とする主要労働組

合は，「最低賃金を現行の４５訐から８３訐へと上げなければ７月３日に大規模なス

トライキを行う」と発表した。経営者側は，現行の賃金を決定した２０００年から年

月が経過していることも勘案し，「最低賃金を改善する方向で話し合いを行う」こ

とを約束して，ストライキは回避された。８月以降交渉が重ねられ，カンボジア

縫製業協会（Garment Manufacturers' Association in Cambodia : GMAC）は４７．５

訐まで上げることを提案し，労組側も６３訐まで歩み寄りを見せたが，依然として

両者の間の主張は隔たりが大きく，２００６年末まで最終合意に至らなかった。

天然資源開発・プランテーション開発

２００６年は，石油開発やボーキサイトなどの鉱物資源開発などで進捗が見られ，

天然資源開発への注目が高まった。

石油については，シェブロン社（アメリカ）が２００５年にシハヌークヴィル沖南西

１４０キロメートルに位置するブロックAにて試掘を行い，すでに石油および天然ガスの存

在を確認している。同ブロックは，シェブロン社と三井石油開発（日本），GSカ

２００６年のカンボジア
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ルテックス（韓国）が共同で開発を進めている。商業的な採掘は２０１０年までに始ま

る予定である。隣接する海域での資源開発をめぐっては，中国，ロシア，シンガ

ポール，マレーシア，インドネシアなど，多くの国々が関心を示し，将来の権益

をにらんでの争奪戦はすでに始まっている。国連開発計画（UNDP）の報告による

と，採掘の本格化により，年間６０億訐以上の歳入が見込まれるとされ，国家財政

に大きな影響を与えることが予想される。なお，タイと国境を接する海域では国

境が未画定で，２００６年８月のタクシン・タイ首相来訪時に検討される予定であっ

たが，交渉は行われなかった。

内陸部ではボーキサイトや鉄鉱石などの天然資源開発や大規模なプランテー

ション開発への注目も高まっている。２００６年１０月には，BHBビリトン社（オース

トラリア）と三菱商事（日本）にボーキサイト開発の許可が出された。両社は，モ

ンドルキリー州で１００万覿の土地を対象として探索を行う認可を受けており，２００８

年中に探索を完了する予定である。東部・北東部のラッタナキリー州，モンドル

キリー州，コンポンチャーム州などでは，ベトナム企業による天然ゴムのプラン

テーションへの投資が承認され，合計１０万覿の土地への開発許可が出されている

模様である。また，タイ国境に近い地域では，コッコン州でのタイ企業によるサ

トウキビのプランテーションへの投資が承認されるなどの動きが見られた。

土地問題・森林問題

地方での開発の進展に伴い，違法な土地売買や森林伐採が行われていることが

社会問題となった。ラッタナキリー州前知事は，国立公園内での違法伐採に主導

的な役割を担っていたとして，１１月２３日に懲役１７年の判決を言い渡された。ラッ

タナキリー州やモンドルキリー州の住民は，違法な土地取引や森林伐採に対する

抗議のためにプノンペン市内の国会議事堂前広場に座り込みを行うなど，NGO

の支援を受けて活発な抗議活動を繰り広げている。

また，都市部では大規模な再開発に伴い，政府による強制立ち退きが広範に行

われている。６月３０日にはプノンペン市のバサック川沿いの第１４村で強制立ち退

きが行われ，逮捕者が出た。隣接する第７８村でも立ち退きが予告されており，地

元住民やNGOが抗議活動を行っている。

政府は，深刻化する土地問題の解決のためには，従来国土管理・都市計画・建

設省内に設置されていた地籍委員会のみでは紛争解決に不十分であるとし

て，２００６年２月に新たに大臣会議官房内に土地問題処理機関を設置した。

フンシンペック党の分裂
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援助と汚職

３月のカンボジア援助国（CG）会合では，２００６／２００７年に６億１００万訐程度をカ

ンボジア政府に援助資金として供与することを約束した。援助国・機関は，前年

の５億４００万訐からの大幅な増額と引き換えに，政府に改革と汚職問題の解決を

訴えた。政府は，反汚職法制定に向けて１９９０年代半ばから長期にわたって取り組

んできていたが，制定に至らずにいた。この状態を打開するためとして，政府は

８月２２日に大臣会議官房内に反汚職捜査機関を設置した。

２００６年５～７月に，汚職の深刻さを露呈するスキャンダルが問題となった。世

銀が融資を行っているプロジェクト（土地管理プロジェクト２４３０万訐［国土管

理・都市計画・建設省］，地方・農村インフラ整備プロジェクト２０００万訐［農村

開発省および公共事業・運輸省］，地方・郊外水および衛生プロジェクト１９９０万

訐［鉱工業・エネルギー省］）について，支出に不適切なところがあるとして，世

銀が政府に対応を求めた。政府は「証拠を出すように」と反発したが，世銀は６月

６日にプロジェクト予算を凍結すると同時に，政府に対して７６０万訐の返却を求

めた。カンボジア政府と世銀のあいだで非難の応酬が続き，カンボジア政府の農

村開発省の担当者が１人逮捕された後（１２月に不起訴が決定），事態は膠着した。

７月に世銀は「カンボジアの財政能力を改善し汚職を防ぐため」に１４００万訐の新規

融資を決定し，カンボジア政府との間でガバナンス改善に向けた話し合いを積み

上げていった。その結果，停止されていたプロジェクトへの資金供与は２００７年２

月７日に再開された。

対 外 関 係

クメール・ルージュ裁判

１９７０年代後半のKR政権下で行われた犯罪を裁くために，１９９７年６月に当時の

ラナリット第１首相とフン・セン第２首相が国連に裁判所設置要請の書簡を提出

して以来，カンボジア政府と国連の間で交渉が重ねられてきた。２００６年２月に国

軍本部に隣接する土地に事務局が設置され，５月には外国人司法官候補者１２人，

カンボジア人候補者１７人が決定した。司法官職最高評議会によって合計２９人の司

法官が選出・任命され，７月３日に国王の前で宣誓式が開催され，裁判を行う体

制が整った。

２００６年のカンボジア

２４５



司法官たちの宣誓直後から，検察官による証拠集めが始まった。検察官が収集

した証拠により作成された訴訟記録が捜査判事に提出される予定となっている。

その後，捜査判事が被疑者を逮捕して取り調べ，十分な証拠があると判断された

場合，検察官にその結果を提示し，検察官が公訴提起を行う。そして，５人の裁

判官による第一審，７人の裁判官による上級審の二審制での裁判が行われる予定

である（図１）。

裁判で裁かれるのは，「民主カンプチア（KR）時代の上級指導者であり，カンボ

ジア刑法，国際人道法および慣習法ならびにカンボジアにより承認された国際条

約上の重大な違反で，１９７５年４月１７日から１９７９年１月６日までの期間に行われた

ことに最も責任を持つ者」（裁判部設置法２条）である。対象になると考えられて

いる人たちは，１９９８年に投降した元人民代表議会議長のヌオン・チア，元外務担

図１ クメール・ルージュ裁判所組織図

上級審（Supreme Court Chamber）：
７人（カンボジア人４人，外国人３人）

一審（Trial Chamber）：
５人（カンボジア人３人，外国人２人，予備２人）

共同捜査判事（Co-Investigating Judges）：
２人（カンボジア人１人，外国人１人，予備１人）

共同検察官（Co-Prosecutors）：
２人（カンボジア人１人，外国人１人，予備２人）

予審裁判官（Pre-Trial Chamber）：
５人（カンボジア人３人，外国人２人，予備１人）

（注） それぞれの段階での決定は特別多数決による。検察
官，捜査判事の各２人の間で意見の相違があった場合
は，予審裁判官が決定を担う。

（出所） クメール・ルージュ裁判タスクフォースのウェブ
サイト（http : //www.cambodia.gov.kh/krt/）を参考に
筆者作成。
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当副首相で１９９６年に投降したイエン・サリ，元国家元首で１９９８年に投降した

キュー・サンパン，元空軍指揮官で元党書記のスウ・メット，元海兵隊指揮官で

元党書記のメア・ムット，元Ｓ２１刑務所長のドゥイ（カン・ケック・イウ）である。

なお，当初主要な容疑者の１人と想定されており，１９９８年以来プノンペン市内の

刑務所に収監されていた元軍最高司令官のタ・モクは，２００６年７月に８１歳で急逝

した。

検察官による捜査の開始によって，裁判所は本格始動したかに見えた。しかし，

当初３カ月程度で終わると見込まれていた捜査は，証拠収集に時間がかかり，２００６

年末になっても終了しなかった。また１１月には，裁判所の内部規則制定に向けて

事務局が行った提案について，外国人弁護人の扱いをめぐってカンボジア弁護士

協会と事務局が対立した。その後，事務局は新たな案を検討しているが，弁護士

協会との対立は解消されず，１２月に開催予定だった裁判に関与予定の弁護人のト

レーニング・プログラムが弁護士協会の呼びかけでボイコットされるなど，事態

は膠着している。ソク・アン副首相は，１２月５日に国連に書簡を提出し事態の解

決を要請したが，先行きはまだ不透明である。

ベトナムとの国境画定問題の収束

２００５年後半から２００６年１月にかけて，ベトナムとの国境画定をめぐる議論から

名誉毀損罪の逮捕者が相次いだ。しかし，２００６年１月初旬に，ヒル米国務次官補

の来訪を機に，逮捕者４人全員が釈放された。国境画定については，３月６日に

ファン・ヴァン・カイ・ベトナム首相が来訪した際に諸合意が成立し，９月７日

に国境画定記念式典が開催された。

なお，３月のベトナム首相来訪時には，カンボジア製品４０品目の免税措置と，

国境地域への経済特区設置についても合意した。バベット＝モクバイの国境地域

では経済特区開発が進められており，ベトナムで生産を行っていた企業が，賃金

の相対的な上昇や，EUとの貿易摩擦をきっかけとして，カンボジアの経済特区

へ進出した事例も見られる。ほかに，国道７８号線（バンルン＝オーヤダーウ間）の

建設への協力，プノンペン市内での病院建設などの協力文書にも合意をしており，

ベトナムとの経済協力関係の緊密化が進んでいる。

中国への依存の高まり

２００６年には中国から例年以上に多額の資金援助が約束された。２００６年４月に温

２００６年のカンボジア

２４７



家宝・中国首相がカンボジアを訪問した際，CG会合で公約された総額に匹敵す

る６億訐の融資を約束した。なお，中国はCG会合には参加していない。中国か

らの支援は，国道，ダムや橋梁建設，政府関係の建物建設に充てられる。フン・

セン首相は，このような中国からの援助に対して，「他のドナーと比較すると国内

政治への干渉もなく，非常に好ましい」と評価している。投資面での中国企業の

プレゼンスの向上とあわせて，カンボジアの中国への経済依存は高まる傾向にあ

る。

２００７年の課題

政治面では，人民党の１人勝ち状態に対して，王党派内では今後もしばらくフ

ンシンペック党とノロドム・ラナリット党間の対立が続くことが予想される。そ

の間に人民党とサム・ランシー党の関係がどうなるのか，連立与党として残った

フンシンペック党がどのようなプレゼンスを保つのか，２００８年総選挙に向けて政

党間関係の再構築が注目される。

経済面では，２００６年も縫製業の盛況が続いたが，今後の賃金交渉の行方しだい

では労働問題を理由として外国投資が遠のく恐れもある。石油などの天然資源開

発が実現化しつつあることは希望的な側面である。ただし，汚職問題の解決や，

土地紛争，貧富の格差拡大など課題は山積している。

対外面では，国際社会に対して開催を約束し，一旦は開始されたKR裁判の停

滞がいつまで続くのかが主要な課題のひとつである。内部規則の制定が成功する

のかということに加え，被告人になると予想される人々に１９９０年代に与えられた

恩赦をどのように扱うのかという点が今後の裁判の成否を占う課題となる。

（在プノンペン海外派遣員）
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１月１６日蜷ヒル米国務次官補の来訪後，２００５

年１２月～２００６年１月に名誉毀損罪で逮捕され

ていた人権活動家が釈放される。

２２日蜷上院議員選挙。人民党が５７議席中４５

議席を獲得。

２月５日蜷国王，サム・ランシーに恩赦。

６日蜷チアム・チャンニー（サム・ランシー

党議員）が釈放される。

１０日蜷サム・ランシー，亡命先から帰国。

１１日蜷フン・セン首相，サム・ランシーと

会談。

１２日蜷クメール・ルージュ（KR）裁判事務

局を国軍本部敷地内に設立。

２６日蜷国家土地紛争解決機関を大臣会議官

房内に設置。

２８日蜷国会，サム・ランシー，チア・ポイ，

チアム・チャンニー（いずれもサム・ランシー

党議員）の不逮捕特権回復を可決。

３月２日蜷国会，憲法第９０条第８項改正を可

決。大臣会議形成に必要な賛成数を定数の３

分の２から過半数に変更。

蜷共同大臣制廃止。ニェック・ブンチャイ

共同国防大臣，シリヴット共同内務大臣が離

職。

蜷支援国会合（～３日）。計６億１００万訐の

拠出約束。

３日蜷ラナリット，国会議長を辞任。

４日蜷ラナリット，開発評議会共同議長を

辞任。

６日蜷ファン・ヴァン・カイ・ベトナム首

相が来訪。経済特区，国道７８号線建設，国境

標設置などについて合意。

蜷国会，商事仲裁法を可決。

７日蜷ベトナムと４０品目の免税，国境経済

特区建設などの通商関係に関する覚書に調印。

蜷国会，国会内委員会委員長職のうちフン

シンペック党議員２人をサム・ランシー党議

員に交代。

８日蜷国連，KR裁判司法官の外国人候補

者１２人を指名。

１４日蜷ラナリット，シリヴットをフンシン

ペック党党首代行に任命し，国外へ（～８月）。

２０日蜷上院，チア・シムを議長に再任。チ

ヴァン・モニラック第１副議長，テップ・

ゴーン第２副議長。

２１日蜷国会，シリヴット上級大臣を解任，

ニェック・ブンチャイの上級大臣継続を可決。

２２日蜷シリヴット，フンシンペック党党首

代行を辞任。ニェック・ブンチャイが事務局

長に就任。

２３日蜷国会，ヘン・サムリン議長，グオ

ン・ネル第１副議長，ユー・ホックリー第２

副議長を選出。

蜷シアムリアプ州，カンダール州知事など

のフンシンペック党知事が解任される。

４月１２日蜷温家宝・中国首相が来訪。約６億

訐の経済協力に合意。貿易，科学，技術，文

化，国際犯罪防止などに関する協力合意文書

１１件に調印。

１８日蜷プノンペン市副知事のうち，３人の

フンシンペック党員が解任される。

５月８日蜷最高司法官職評議会，KR裁判司

法官（カンボジア人１７人，外国人１２人）を承認。

２３日蜷国会，ネップ・ブンチン労働・職業

訓練大臣を解任，ヴォーン・ソット新大臣を

承認。

２９日蜷３G携帯電話の使用禁止を発表。

３０日蜷国会，名誉毀損罪から禁固刑を廃止

し，罰金刑に限定する刑法改正案を可決。

３１日蜷バサック川沿岸第１４村の土地収用に

関して，暴動発生。

６月６日蜷世銀，汚職の疑いで３プロジェク

重要日誌 カンボジア ２００６年
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トを凍結，７６０万訐の返還を要求。

１５日蜷国連とEC，KR裁判に６３０万訐を寄

付。

蜷縫製工場の免税期間を２年延長。

２３日蜷「国家戦略開発計画（NSDP）２００６―

２０１０」開始。

２８日蜷世銀，新規援助の供与を再開。

２９日蜷縫製業協会，最低賃金引き上げ交渉

の用意を表明。労組は７月３日予定の全国ス

トライキを回避。

７月３日蜷KR裁判司法官就任の宣誓式開催。

５日蜷シェブロン社子会社，ソク・アン副

首相とタイ湾沖での石油採掘について合意。

１０日蜷国家選挙委員会の委員数を拡大。

２１日蜷元KR軍参謀タ・モクがプノンペン

市内の獄中にて死亡（享年８１歳）。

２６日蜷国会，Sino-Hydropower 社（中国）

の水力発電所建設投資保証を可決。

蜷民事訴訟法施行。

８月１０日蜷タクシン・タイ首相，来訪。

２２日蜷反汚職捜査機関を大臣会議官房内に

設置。

３０日蜷国会，訴追免除法を可決。

９月１日蜷国会，重婚禁止法を可決。

７日蜷ベトナムとの国境標設置記念式典開

催。

９日蜷人民社会主義共同体戦線党結成。シ

ソワット・トミコ党首。

１０月１日蜷２００７年コミューン選挙の選挙人登

録開始（～２０日）。

６日蜷チア・ヴィチア殺害事件控訴審，延

期。

９日蜷フン・セン首相，豪州訪問（～１４日）。

１４日蜷BHB Billiton 社（豪州）と三菱商事，

モンドルキリー州でのボーキサイト等の採掘

権獲得。

１５日蜷スラユット・タイ首相，来訪。

１６日蜷国会，セレイ・コサル上級大臣を解

任，他に９人のフンシンペック党員の次官職

の交代を承認。

１８日蜷フンシンペック党臨時党大会で，ラ

ナリット党首を解任。ケオ・プット・レスマ

イ党首，ルー・ライスレン第１副党首，シソ

ワット・シリラット第２副党首が就任。

２４日蜷国会，ケオ・プット・レスマイ副首

相，マリー・ラナリット上級大臣を承認。

２５日蜷国会，徴兵法を可決。

１１月１６日蜷ノロドム・ラナリット党結成。ラ

ナリット党首，チャクラポン副党首。

１９日蜷盧武鉉・韓国大統領，来訪（～２２日）。

２３日蜷プノンペン地裁，違法伐採事件でカ

ム・コーン前ラッタナキリー州知事に有罪判

決。

２５日蜷KR裁判内部規則の策定に失敗。

２７日蜷国会，フンシンペック党のユー・

ホックリー国会第２副議長を解任し，同党の

ホン・スン・フオットを新副議長として承認。

１２月４日蜷フン・セン首相，ダラットにてラ

オス，ベトナム首相と会談（～５日）。

５日蜷ソク・アン副首相，国連宛書簡でＫ

Ｒ裁判の弁護人問題解決に向けた対話を要請。

１２日蜷ノロドム・ラナリット党のラナリッ

トとチム・セアク・レングが国会議員を，

チャクラポンが上院議員を免職される。国

会，３名の不逮捕特権剥奪を可決。

蜷シハヌークヴィル空港，２００７年１月再開

へ。

１４日蜷国会，２００７年予算１１億訐を承認。

１５日蜷国会，国会議員選挙法改正を可決。

１７日蜷ラナリットが重婚禁止法違反で告訴

されたことが判明。

２１日蜷ヘン・ポー前プノンペン市警察長

官，２００３年裁判官殺害事件関与の容疑で逮捕。

２００６年 重要日誌
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２ 大臣会議名簿（２００６年１２月３１日現在）
（Ｃ＝人民党，Ｆ＝フンシンペック党）

首相 Hun Sen（C）

副首相 Sar Kheng（C）

Sok An（C）

Lu Lay Sreng（F）

Tea Banh（C）

Hor Namhong（C）

Keo Puth Rasmey（F）

Nhek Bun Chhay（F）

上級大臣 Keat Chhon（C）

Im Chhun Lim（C）

Men Sam An（C）

Kol Pheng（F）

Chhay Than（C）

Khun Haing（F）

Cham Prasidh（C）

Mok Mareth（C）

Norodom Marie Ranariddh（F）

Nhim Vanda（C）

Khy Taing Lim（F）

Veng Sereyvuth（F）

Tao Seng Hour（C）

Ly Thuch（F）

参考資料 カンボジア ２００６年
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大臣会議官房

大臣 Sok An（C）

次官 Prak Sokhonn（C），Chea Sophoan

（F），Bun Uy（C），Khov Meng Hean（F），

Seng Lim Neou（C），Kan Man（F），Ngor

Srun（C），Chan Tany（F）

内務省

大臣 Sar Kheng（C）

次官 Em Sam An（C），Khann Savoeun

（F），Prum Sokha（C），Tep Nunnory（F），

Nuth Sa An（C），Tao Soeut（F）

国防省

大臣 Tea Banh（C）

次官 Chay Saing Yun（C），Hak Savuth

（F），Moeung Samphan（C），Soeng Kiri

（F），Neang Phat（C），Hun Poeung（F）

外務・国際協力省

大臣 Hor Namhong（C）

次官 Long Visalo（C），Huy Kanthoul Vora

（F），Ouch Borith（C），Sisowath Chivan

Nariddh（F），Kao Kim Hourn（C）

経済・財務省

大臣 Keat Chhon（C）

次官 Kong Vibol（F），Ouk Rabun（C），

Chea Peng Chheang（F），Aun Porn

Moniroth（C），Ou Bunlong（F），Bun Sam

（C）

農林水産省

大臣 Chan Sarun（C）

次官 Chan Tong Yves（C），Yim Voeun

Than（F），Por Try（C），Lim Sokun（F），

Teng Lao（C）

農村開発省

大臣 Lu Lay Sreng（F）

次官 In Chantha（F），Yim Chhay Ly（C），

Sim Son（F），Suos Kong（C），Ly Pros（C）

商業省

大臣 Cham Prasidh（C）

次官 Pan Soursak（C），Chan Nora（F），

Kem Sithan（C），Kuoch Ky（F），Auk Bung

（C）

鉱工業・エネルギー省

大臣 Suy Sem（C）

次官 Ith Prang（C），Phuk Sovannarith

（F），Khlaut Randy（C），Chea Sang Hong

（F），Nhek Chroeung（C）

計画省

大臣 Chhay Than（C）

次官 Ou Orhart（C），Choeung Chamroeun

（F），Hul Lim（C），Phan Chantha（F），Ouk

Chay（C）

教育・青少年・スポーツ省

大臣 Kol Pheng（F）

次官 Tea Then（F），Im Sethy（C），Mak

Vann（F），Pit Chamnan（C），Bun Sok（C）

社会福祉・退役軍人・青少年更正省

大臣 Ith Sam Heng（C）

次官 Nim Thoth（C），Ung Tea Siem（F），

Yi Yon（C），Yim Reach Linh（F），Soy

Siphon（C）

国土管理・都市計画・建設省

大臣 Im Chhun Lim（C）

次官 Chea Sophara（C），Phoeung Sophoan

（F），Nuth Narang（C），Keo Khemara（F），

Chhan Saphan（C）

環境省

大臣 Mok Mareth（C）

次官 Prach Sun（C），Tann Vutha（C），Khieu

Muth（C），Khong Sam Nuon（F），Yim Kim

Sean（C）

水資源・気象省

大臣 Lim Kean Hor（C）

次官 Ngor Pin（F），Som Sarith（C），Sin

２００６年 参考資料
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Bo（F），Veng Sakhon（C），Phang Sareth

（C）

情報省

大臣 Khieu Kanharith（C）

次官 Ouk Prathna（C），Neou Sovathero

（F），Mao Ayuth（C），Srey Channy（F），

Thach Phen（C）

司法省

大臣 Ang Vong Vathana（C）

次官 Yi Dan（C），Chan Huon（F），Hy

Sophea（C），Meach Sam Oan（F），Long

Phol（C）

議会対策・査察省

大臣 Men Sam An（C）

次官 Hong Them（C），Suy Nou（F），Prak

Ham（C），Mao Sambat（F），Chheng Saroeun

（C）

郵便・電信省

大臣 So Khun（C）

次官 Chin Bun Sean（C），Ek Vandy（F），

La Narath（C），Khay Khun Heng（F），Sarak

Khan（C）

保健省

大臣 Nuth Sokhom（F）

次官 Ung Phirun（F），Mam Bun Heng

（C），Ouk Monna（F），Heng Tai Kry（C），

Eng Huot（C）

公共事業・運輸省

大臣 Sun Chanthol（F）

次官 Soeung Heng（F），TramIv Tek（C），

Chum Eak（F），Ouk Chan（C），Mom Sibon

（C）

文化・芸術省

大臣 Sisowath Panara Sereyvuth（F）

次官 Sisowath Kolachhat（F），Him Chhem

（C），In Si Yontha（F），Chuch Poeung（C），

Khim Sarith（C）

観光省

大臣 Lay Prohas（F）

次官 Norodom Rattana Devi（F），Thong

Khon（C），Sieng Kim Han（F），Sam

Promnea（C），Ros Ren（C）

宗教・祭典省

大臣 Khun Haing（F）

次官 Sun Kim Hun（F），Chhorn Eam（C），

Sith Ybrahim（F），Min Khin（C），Zakariya

Adam（C）

女性問題省

大臣 Ing Kantha Phavi（F）

次官 Khim Chamroeun（F），Som Kim

Sour（C），Im Si The（F），You Ay（C），Chan

Sorey（C）

労働・職業訓練省

大臣 Vorng Sauth（C）

次官 Heng Bo（F），Prak Chantha（F），

Osman Hasan（C），Pech Sophoan（C），Pot

Sao（F）

公共事業庁長官 Pech Bunthin（C）

民間航空庁長官 Mao Has Vannal（F）

３ 立法府
上院 議長 Chea Sim（C）

第１副議長 Chivan Monirak（F）

第２副議長 Tep Ngorn（C）

国民議会 議長 Heng Samrin（C）

第１副議長 Nguon Nhel（C）

第２副議長 Hong Sun Huot（F）

４ 司法
最高裁判所長官 Dith Munty（C）

（出所） http : //www.cambodia.gov.kh, The

Cambodia Daily ほか各種資料より筆者作成。

カンボジア
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主要統計 カンボジア ２００６年

１ 基礎指標

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
人 口（年央，１００万人）
籾 米 生 産（１，０００トン）
Ｇ Ｄ Ｐ デ フ レ ー タ ー＊

為替レート（年平均値）（１ドル＝リエル）

１２．６
４，０２６
１００．０
３，８４０．８

１２．８
４，０９９
１００．０
３，９１６．３

１３．０
３，８２３
１０２．２
３，９１２．１

１３．３
４，７１０
１０３．４

３，９７３．３

１３．５
４，１７０
１０８．９

４，０１６．３

１３．８
…
…

４，０９２．５

（注） ＊２０００年＝１００とする値。
（出所） ADB，Key Indicators of Developing Asian and Pacific Countries，２００６（www.adb.org/

statistics）．

２ 支出別国内総生産（名目価格） （単位：１０億リエル）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
消 費 支 出
民 間
政 府
総 資 本 形 成
総 固 定 資 本
在 庫 増 減
財・サービス輸出
財・サービス輸入
統計上の不突合

１２，８６９．３
１２，１３２．４
７３６．９

２，３８５．２
２，５７６．１
―１９０．９
７，０２８．４
―８，６９４．８
５０１．１

１３，１６５．７
１２，３３７．７
８２７．９

３，０８５．６
２，７８６．７
２９９．０

７，９１４．７
―９，３７４．９
６８．７

１３，７７３．５
１２，８６０．３
９１３．２
３，４８１．１
３，５４９．９

―６８．８
９，２７５．３

―１０，５５７．８
２２．１

１４，９０３．９
１３，８９１．９
１，０１２．０
３，７２４．０
３，６９２．０
３２．０

９，８５４．１
―１０，９５２．０

―２１９．５

…
…
…
…
…
…
…
…
…

…
…
…
…
…
…
…
…
…

国 内 総 生 産 １４，０８９．２ １４，８５９．８ １５，９９４．２ １７，３１０．５ １９，６２９．６ …

（出所） 表１に同じ。

３ 産業別国内総生産（実質：２０００年価格） （単位：１０億リエル）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
要 素 費 用 表 示 Ｇ Ｄ Ｐ
農 業
鉱 業
製 造 業
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道
建 設 業
卸 ・ 小 売 業１）

運 輸 ・ 通 信
金 融２）

行 政
そ の 他
間 接 税 － 補 助 金
帰属計算された銀行手数料

１３，３７４．１
５，０６５．０
３３．５

２，２５４．８
５８．１
７３１．６

２，０３２．９
９３０．１

１，０３０．１
３７６．６
８６１．４
８７０．２
１５５．０

１４，０６７．２
５，０４５．７
３５．８

２，６１７．６
６９．６
７７７．３

２，２０８．７
１，００２．０
１，０１６．０
３５９．２
９３５．３
９２０．７
１２８．０

１５，０９０．８
５，１５５．７
４２．１

２，９５５．６
８５．５
９２１．３

２，３９８．５
１，０８３．２
１，０５１．１
３９０．５

１，００７．３
１，０４０．４
１３７．０

１６，４００．３
５，７５０．０
４６．６

３，３６０．７
１０３．６

１，０５１．４
２，３８５．６
１，１６３．０
１，０７９．２
４０５．７

１，０５４．５
１，０６５．２
１５５．０

１８，５２７．７
６，０９７．２
５２．３

３，９７９．２
１２０．４

１，２５０．５
２，８３６．２
１，３６８．９
１，１２３．８
４１９．１

１，２８０．１
１，２７９．９
１７８．０

…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

生産者価格表示ＧＤＰ １４，０８９．３ １４，８５９．９ １５，９９４．２ １７，３１０．５ １９，６２９．６ …

（注） １）ホテル業とレストラン業を含む。２）不動産業を含む。
（出所） 表１に同じ。
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４ 国・地域別貿易 （単位：１００万ドル）

２００３ ２００４ ２００５
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

世 界 合 計
先 進 工 業 国
日 本
フ ラ ン ス
ア メ リ カ
開 発 途 上 国
中 国（本土）
香 港
台 湾
シ ン ガ ポ ー ル
タ イ
マ レ ー シ ア
イ ン ド ネ シ ア
フ ィ リ ピ ン
ベ ト ナ ム
ラ オ ス
ミ ャ ン マ ー
相 手 国 不 明

１，７７０．７
１，４９４．７
２１．６６
４８．８４

１，１２６．３９
１１５．５
６．４９
４．８８
４．３４
２９．１２
１１．７８
１６．４３
１．７４
…

３９．２２
…
…

１６０．５

１，７３２．３
１４０．８
７４．８２
３８．１７
１６．３０

１，５１５．６
２２３．３９
４０８．９０
１８８．０１
１１９．６５
２１５．９６
７７．７９
８１．９６
…

１１９．１６
…
…

７６．０

２，１８７．６
２，０３８．５
２５．０８
６２．４９

１，３１２．０３
１３９．８
１２．６３
５．１７
３．９０
１０．４７
１７．１４
９．０６
１．５３
２．０８
４２．４２
…
…
９．３

２，０７４．６
２２７．１
８３．７０
４７．６９
２３．１６

１，８０４．９
３４１．８２
４１３．１１
２４２．７１
１４４．５３
２３１．３５
７７．６５
７８．６２
４．４１

１６８．６９
…
…

４２．６

１，３６８．８
９７８．９
４７．６０
２２．４１
６６５．８８
３８９．７
７．５５

３３３．５２
１．８５
６．６４
７．６５
３．７８
０．８３
０．８３
１８．０７
０．０４
０．０６
０．１

１，２６８．３
２６３．４
５２．５６
１５３．９６
１７．０９

１，００１．０
１７２．２８
２０４．１９
１３１．９２
６２．４８
１４１．４５
４１．９６
４０．６６
２．５８
９０．０７
０．０３
０．３３
１．５

（出所） IMF，Direction of Trade Statistics Yearbook，２００６．

５ 国際収支 （単位：１００万ドル）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
貿 易 収 支
輸 出
輸 入
貿 易 外 収 支
貸 方
借 方
移 転 収 支
民 間
政 府 間

―５３８．６
１，３９７．１
１，９３５．７

―２２．２
４９５．５
―５１７．７
４６０．４
１４３．６
３１６．８

―５２２．８
１，５７１．２
２，０９４．０
３９．４
５８２．１
―５４２．７
４４０．４
１３７．３
３０３．１

―５６２．９
１，７５５．１
２，３１８．０
５２．９
６５４．８
―６０１．９
４６０．６
１４８．８
３１１．８

―５３２．７
２，０２７．２
２，５５９．９

―７０．９
５６９．８
―６４０．７
４７５．２
１６２．８
３１２．４

―７１７．７
２，４７５．５
３，１９３．３
５８．５
８１５．６
―７５７．１
４４６．０
１７７．１
２６８．９

―９８３．１
２，６９５．３
３，６７８．４
１９４．５

１，０５２．６
―８５８．１
５０１．４
２０１．２
３００．２

経 常 収 支 ―１００．５ ―４３．０ ―４９．５ ―１２８．４ ―２１３．２ ―２８７．２
資 本 収 支
直 接 投 資
資 本 運 用 投 資
長 期 資 本
短 期 資 本
誤 差 脱 漏

１９６．０
１４１．９
―７．２
７４．６
―２５．７
１２．４

１０９．６
１４２．１
―７．７
７８．１
―６３．８
―３９．１

２１４．４
１３９．１
―７．５
１２４．２
―８．５
―３２．９

１５９．０
７４．３
―７．７
１４８．６
―４８．４
―７．８

３４０．４
１２１．１
―８．０
１５４．４
１４．６
５８．３

２９２．６
４４９．５
―７．２
１４４．０
―２２１．３
―７２．４

総 合 収 支 ９５．５ ６６．６ １６５．０ ３０．６ １２７．３ ５．４

（出所） 表１に同じ。

カンボジア
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７ 中央政府財政支出 （単位：１０億リエル）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
支 出 総 額 １，１２９．０ １，４１５．６ １，５６５．０ １，７５８．１ １，７４５．２ １，９６７．５
一 般 行 政
国 防
教 育
保 健
社 会 福 祉

１８７．９
４５５．０
１８３．２
１２１．０
２６．９

２６９．０
４１７．３
２０９．２
１２９．７
２８．２

２９８．２
４０６．８
２８９．７
１６４．４
３３．３

４０２．７
４１１．０
３００．５
１７３．０
３３．４

３０１．７
４２２．８
３２５．９
１９２．１
３２．６

３５５．６
４５１．２
３５０．８
２２４．６
９５．４

経 済 サ ー ビ ス
農 業
工 業
運 輸 ・ 通 信
その他経済サービス

そ の 他＊

８４．０
２６．０
６．１
４１．９
１０．０
７１．０

１５０．７
３０．５
６．０
６２．２
５２．０
２１１．５

１５９．５
３９．７
７．０
４９．１
６３．８
２１３．３

１７０．５
３９．０
７．０
４８．７
７５．７
２６７．１

１５１．２
３８．６
６．２
３７．４
６９．１
３１８．８

１７８．１
４７．１
７．４
４３．８
７９．８
３１１．８

（注） ＊情報，その他政府機関，臨時支出を含む。
（出所） 表１に同じ。

６ 中央政府財政（財政年度は１～１２月） （単位：１０億リエル）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
歳入および贈与
歳 入
経 常 収 入
税 収 入
税 外 収 入

資 本 収 入
贈 与
歳出および純貸出

経 常 支 出
資 本 支 出

純 貸 出
経 常 収 支
資 本 収 支
総 合 収 支

１，７９１．８
１，４０８．０
１，３７９．０
１，０２６．０
３５３．０
２９．０
３８３．８

２，０８５．０
１，１８９．０
８９６．０

―
１９０．０
―８６７．０
―２９３．２

２，０２８．８
１，５２９．４
１，５２０．４
１，０９６．６
４２３．８
９．０

４９９．４
２，５１７．０
１，４１５．７
１，１０１．３

―
１０４．７

―１，０９２．３
―４８８．２

２，３８４．６
１，７４４．２
１，７２７．９
１，２２７．３
５００．６
１６．３
６４０．４

２，９６３．２
１，５７４．９
１，３８８．３

―
１５３．０

―１，３７２．０
―５７８．６

２，１５４．３
１，７７２．６
１，７４１．２
１，２２８．１
５１３．１
３１．４
３８１．７

２，９４６．４
１，７５８．１
１，１８８．３

―
―１６．９

―１，１５６．９
―７９２．１

２，５２９．７
２，１２６．７
２，１０７．２
１，５７７．５
５２９．７
１９．５
４０３．０

２，９６８．９
１，７４５．２
１，２２３．７

―
３６２．０

―１，２０４．２
―４３９．２

３，２８０．３
２，６２５．３
２，４７３．８
１，９１１．１
５６２．７
１５１．６
６５５．０

３，２９４．７
１，９６７．５
１，３２７．３

―
５０６．３

―１，１７５．７
―１４．４

資 金 調 達
国 内 借 入
海 外 借 入
現金残高取崩し

―１９．５
３２３．７
―１１．０

１０．８
３９０．０
８７．４

―１６０．３
６０９．０
１２９．９

９９．９
５８９．３
１０２．９

―１１０．０
５２２．１
２７．１

―３９５．６
４７１．６
―６１．６

（出所） 表１に同じ。

２００６年 主要統計
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